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航空事故調査報告書

所 属 個人

型 式 ダイヤモンド・エアクラフト式

ＨＫ３６ＴＴＣスーパーディモナ型（動力滑空機、複座）

登録記号 ＪＡ２７０３

発生日時 平成１７年７月２２日 １０時４６分ごろ

発生場所 千葉県野田市

関宿滑空場

平成１７年１２月２１日

航空・鉄道事故調査委員会（航空部会）議決

委 員 長 佐 藤 淳 造（部会長）

委 員 楠 木 行 雄

委 員 加 藤 晋

委 員 松 浦 純 雄

委 員 垣 本 由紀子

委 員 松 尾 亜紀子

１ 航空事故調査の経過

１.１ 航空事故の概要

個人所属ダイヤモンド・エアクラフト式ＨＫ３６ＴＴＣスーパーディモナ型

ＪＡ２７０３は、平成１７年７月２２日（金）、機長のみが左席に着座し、千葉県

野田市の関宿滑空場から滑空機を曳航して離陸した直後、午前１０時４６分ごろ墜落

した。被曳航機は離脱し同滑空場に着陸した。

搭乗者の負傷 機長 軽傷

航空機の損壊 機体 大破 火災発生なし

１.２ 航空事故調査の概要

主管調査官ほか１名の航空事故調査官が、平成１７年７月２２日現場調査及び口述
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聴取、同２３日口述聴取を実施した。

原因関係者から意見聴取を行った。

２ 認定した事実

２.１ 飛行の経過

個人所属ダイヤモンド・エアクラフト式ＨＫ３６ＴＴＣスーパーディモナ型

ＪＡ２７０３（以下「Ａ機」という。）は、平成１７年７月２２日、関宿滑空場

（以下「同滑空場」という ）からＰＺＬ－シフィドニク式ＰＷ－５“スムイク”型。

ＪＡ２５ＰＬ（以下「Ｂ機」という ）を曳航し、１,５００ftまで上昇する計画で離。

陸した。

事故に至るまでの経過は、両機の機長の口述によれば、概略次のとおりであった。

、 、 。なお 多数の人が同滑空場内にいたが 離陸上昇の状況を目撃した者はいなかった

(1) Ａ機機長（以下「機長Ａ」という ）。

当日は、１回目はＢ機、２回目はＢ機とは異なる滑空機を曳航した。３回目

に再度Ｂ機を曳航し、滑走路１８Ｂ（東側からＡ～Ｅの５本の滑走路に分けら

れている）から離陸した。３００～４００ｍ滑走したところで浮揚し、その時

の速度は約４５ktであった。滑走路中央付近の高度約１００ftで、機首が下が

っていったが、引っ張られた感じはしなかった。普通は機首が下がると操縦桿

を引けば元に戻るが、操縦桿をいくら引いても機首がどんどん下がってゆき墜

落に至った。曳航索をリリースすることや、無線で連絡する余裕はなかった。

操縦桿、エンジンに異常はなかった。Ｂ機が高い位置に上がっていたかどうか

は見ていなかった。リア・ビュー・ミラーは付いているが参考程度で、いつも

見ているわけではない。

風の状態は、東から７～８ｍで特に問題はなかった。当日のような東からの

風の時は、堤防の高さを越えるまでは離陸時の上昇率が悪く、その高度を越え

ると急に機体が上昇する。

私は、過去５年間ほどで、５～６千回くらい曳航飛行の経験がある。過去曳

航中に、高度の高い所で被曳航機に持ち上げられたことがあって、このときに

も機体のコントロールができなくなった。これが低い高度で発生したら大変だ

なとは思っていた。

(2) Ｂ機機長（以下「機長Ｂ」という ）。

後続の機体の飛行予定があったため、若干急いで飛行準備に取り掛かった。
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離陸は通常どおりであったが、浮き上がって、少しして横揺れが始まった。上

下動も多少あった。離陸後揺れだしたときに、キャノピーから風が漏れる音が

して、それに気を取られちょっと目をそらした。首筋に風が当たって、キャノ

ピーのロックだと気付き手で閉鎖した。その時操縦桿から手を離したと思う。

Ａ機の機影が視界から消えてしまったため、曳航索を離した。そうでないと

２機とも危ないと思った。その後、右旋回して滑空場に着陸した。

無線は装備されているが、それほど使わない。離脱の時はいつでも自由に曳

航索をリリースしてよく、曳航機の方で何かあれば翼を振ることで、離脱する

ような約束になっている。

昨年免許を取ってから、週に１回金曜日に、通常１日に３～４回飛行してい

た。このところ天気が悪かったので、４週間くらい搭乗していなかった。トリ

ムはいつも「５」にセットしている。

本事故の発生場所は、関宿滑空場内で、発生時刻は、１０時４６分ごろであった。

（付図１参照）

２.２ 航空機乗組員等に関する情報

機長Ａ 男性 ５２歳

自家用操縦士技能証明書（滑空機） 平成 ５ 年 ５ 月２１日

限定事項 動力滑空機 平成 ５ 年 ５ 月２１日

第２種航空身体検査証明書

有効期限 平成１８年 ６ 月 ６ 日

総飛行時間 １,９６４時間０５分

最近３０日間の飛行時間 １３時間０３分

同型式機による飛行時間 ３５６時間４４分

最近３０日間の飛行時間 ９時間３２分

機長Ｂ 男性 ６７歳

自家用操縦士技能証明書（滑空機） 平成１６年 ７ 月１２日

限定事項 上級滑空機 平成１６年 ７ 月１２日

第２種航空身体検査証明書

有効期限 平成１７年１０月 ６ 日

総飛行時間 ９８時間３６分

最近３０日間の飛行時間 １時間０５分

同型式機による飛行時間 １９時間４３分

最近３０日間の飛行時間 １時間０５分



- 4 -

２.３ 航空機に関する情報

2.3.1 Ａ機

型 式 ダイヤモンド・エアクラフト式ＨＫ３６ＴＴＣスーパーディモナ型

製 造 番 号 ３６.５５１

製造年月日 平成 ９ 年 ８ 月２２日

耐空証明書 第 ０４－３３－４１ 号

有効期限 平成１７年１１月１９日

耐空類別 動力滑空機 実用 Ｕ

総飛行時間 ８７１時間５１分

定時点検 後の飛行時間 ４９時間０７分（１００時間点検、平成１７年４月２６日実施）

事故当時の重量及び重心位置 ６９４.６kg、３６.０６cmと推算され、

許容範囲内と推定される。

（写真１及び付図２参照）

2.3.2 Ｂ機

型 式 ＰＺＬ－シフィドニク式ＰＷ－５“スムイク”型

製 造 番 号 １７.０９.０２３

製造年月日 平成 ９ 年１２月 ４ 日

耐空証明書 第 ０４－１２－２４ 号

有効期限 平成１７年１０月 ５ 日

耐空類別 滑空機 実用 Ｕ

総飛行時間 ４５４時間５９分

定時点検 後の飛行時間 １６時間０９分（５０時間点検、平成１７年６月１０日実施）

、 、事故当時の重量及び重心位置 ２５８.４kg ３６.０cmと推算され

許容範囲内と推定される。

（写真２参照）

2.3.3 航空機各部の損壊の状況

(1) 胴体 操縦席 破損

胴体中間付近で破断

(2) 主翼 右主翼が胴体への取付け部から破断

(3) 尾翼 水平尾翼が垂直尾翼への取付け部から脱落

(4) プロペラ ２枚共に破断

２.４ 気象に関する情報



- 5 -

同滑空場の堤防外側にある風の観測装置によれば、事故発生時刻の５分前の観測値

は以下のとおりであった。

風向 南東、風速 １１.３kt

２.５ 事故現場に関する情報

、 、 （ ）、同滑空場は 江戸川河川敷の平坦な草地にあり 滑走路は東側からＡ アルファー

Ｂ（ブラボー 、Ｃ（チャーリー 、Ｄ（デルタ 、Ｅ（エコー）と呼ばれ、それぞれ） ） ）

長さ約１,５００ｍ、幅約２５ｍ、方位１８／３６である。滑走路Ａの東側にほぼ平

行に高さ約１０ｍの堤防があり、その外側には、格納庫（近傍に風の観測装置）やク

ラブ・ハウスがある。

Ａ機は、滑走路１８の離陸滑走開始位置から約１,０００メートル南の滑走路Ｄ上

に、機首を進行方向の反対の北側に向けて裏返しになっていた。機体の約１０ｍ北側

、 、 、に 直径約１ｍ深さ約１５cmの凹みがあり 凹みの直近に胴体から破断した前脚支柱

折れたプロペラの１枚（他の１枚は胴体後方）があった。凹みの横にプロペラにより

付けられた長さ約５０cmの溝が２つあった。凹みから南側進行方向へ約５ｍのところ

に翼の前縁部が付けた痕があり、その約５ｍ先に機体があった。機体の周りには、ス

ピナー、前脚の車輪、割れた風防の破片等が散乱していた。スピナーには数ヶ所凹み

があり、多量の土の付着があった。

２.６ その他必要な事項

2.6.1 Ａ機の飛行規程について

滑空機の占位逸脱について、次のように記されている （抜粋）。

第３章 非常操作

3-2 その他の緊急事態

滑空機の占位逸脱

滑空機の占位逸脱により操縦に支障をきたす場合は、直ちに曳航索

をリリースすること。

滑空機が曳航機の後６０°の領域から明らかに外れている場合（曳

航機の機軸と曳航索の角度が３０°を超えるとき 、直ちに曳航索）

を離脱すること。

［ 警 告 ］離陸及び上昇中に滑空機が曳航機よりも上昇してし

、 、まい 特に滑空機側で重心位置のレリーズ を使っている場合が（ ）注

非常に危険である。

（注 「重心位置のレリーズ」とは、ウインチ曳航用の自然離脱装置付フックであ）

る。ただし、本事故では、Ｂ機は重心位置レリーズではなく機首レリーズ（ノ
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ーズ・フック：被曳航機側が手動でリリースする装置）に６０ｍの曳航索を繋

いで使用していた。

2.6.2 Ｂ機の飛行規程について（抜粋）

通常操作について、次のように記されている。

4-5-1 離陸前

～ 略 ～

- キャノピー閉及びロック点検

離陸時のトリムについて、次のように記されている。

4-5-2 離陸

A) 航空機曳航

離陸前に、トリム調整装置を体重が軽い操縦者の場合１-２、重

い操縦者の場合５-６の位置にセットする。

操縦者の体重については、失速速度の項の記述の中に次のように記されている。

重い操縦者（９０kg超 、中もしくは軽い操縦者（５５kg～９０kg））

座席の背当てについて、次のように記されている。

6-2 承認された搭乗重量範囲及び重量重心位置記録

［ 注 意 ］搭乗者及びパラシュートの重量の合計が６０kg以下の

場合は、背当ての調節位置を最前方にしなければならない。

機長Ｂのライセンス取得を指導した操縦士によれば、トリムについては、身長差

を考慮しながら通常は４～６（中立かややノーズ・ダウン）を使用し、体重とパラ

シュート（９キロ）の重量に合わせてバラストを使用していた。なお、機長Ｂの体

重は約６０キロであり、座席は最前方であった。

2.6.3 飛行機曳航時の注意事項について

丸伊 満著 「風を聴け （エアロビジョン（株 、1992年、90頁）によると、飛、 」 ）

行機曳航を実施する際の注意事項としては、次のように記述されている。

注 意

グライダーは通常曳航機よりも先に浮揚することになるが、このとき地上１

ｍ程度のレベルをキープすることに失敗し、グライダー側が６～７ｍにまで

上昇してしまうと曳航機の尾部を強い力で上方に向けて吊り上げる形とな

り、曳航機の離陸を妨げることになる。これは曳航機にとって非常に危険な

事態となるので、グライダー側で十分注意すること。

事前の打合せについて、Ｂ機を運航していたグライダー・クラブではライセンサ

ーには、関宿滑空場の使用上の注意事項の確認は行っているが、曳航時の一般的な
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注意事項の確認は実施していなかった。

３ 事実を認定した理由

３.１ 機長Ａ及び機長Ｂは、適法な航空従事者技能証明及び有効な航空身体検査証

明を有していた。

３.２ Ａ機及びＢ機は、有効な耐空証明を有しており、所定の整備と点検が行われ

ていた。また、機長の口述等から、本事故発生当時、両機に異常はなかったものと推

定される。

３.３ 当日の風は、滑走路に対し堤防越えの気流をもたらし、堤防の高さを境とし

て、航空機の上昇率の変化に関与した可能性が考えられる。

３.４ Ａ機及びＢ機の離陸から事故に至るまでの状況について

3.4.1 Ａ機の状況

２.１に述べたとおり、Ａ機は、Ｂ機を曳航し速度約４５ktで浮揚し、通常の曳

航機のとおり速度を増すため低い機首角度で上昇していたものと推定される。

その後、Ａ機が、急激な機首下げの姿勢になったことは、エンジンや操縦系統に

不具合がなかったことから、Ｂ機により尾部を吊り上げられたことによるものと推

定される。

3.4.2 Ａ機の墜落時の状況

２.５に述べた墜落現場の痕跡から、Ａ機は地面に対して機軸線の角度２５°～

３０°で激突したものと推定される。まず、Ａ機の前脚と回転中のプロペラがほぼ

、 、 。同時に地面に当たり その後スピナーが 地面の凹みを作っていったと推定される

プロペラが地面を切った溝から、エンジンは地面激突まで出力を保持していたもの

と推定される。

3.4.3 Ｂ機の状況

２.１に述べたとおり、機長Ｂは、離陸上昇中に、キャノピーのロックが不完全

なことに気が付き、Ａ機から目を離したものと推定される。その後、キャノピーを

ロックするため、機長Ｂは、操縦桿から手を離したものと推定される。
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次に機長Ｂは、Ａ機が見えない状態であることに気付き、両機の危険を感じて離

脱したが、既にＢ機は、Ａ機の尾部を吊り上げる高度にまで上昇していたものと考

えられる。

口述によれば、Ｂ機の離陸時のトリムは「５」で、操縦桿から手を離しても急激

な上昇姿勢にはならなかったと考えられるが、同滑空場の東側の堤防（約１０ｍ）

越えの風が、堤防より高くなったＢ機の上昇率を増加させるように働いた可能性が

考えられる。

本事故の場合のトリムは、飛行規程に従えば１～２に設定するべきであったと考

えられる。トリムを機首下げ側にすることによって、浮揚から速度の増加に従って

被曳航機が急激に上昇姿勢となることを抑える効果が期待できるためである。一般

的に、被曳航機による吊り上げ状態の可能性を防止するため、離陸前のトリム設定

は、機首下げ側にすることが望ましいと考えられる。

３.５ 機長Ｂがキャノピーのロックを確実に行わなかったことは、後続の機体の飛

行予定が気になり急いでいたことが影響した可能性も考えられるが、通常操作に定め

られた離陸前の点検は確実に行うべきであった。仮に、被曳航中にキャノピーが完全

に閉鎖されていないことに気が付いたとしても、離陸直後の両機の関係を考えれば、

自機の占位保持が最も優先されるべきであったと考えられる。

３.６ 曳航機は、曳航中の滑空機をリア・ビュー・ミラーで確認したり、滑空機の

占位位置を把握することは当然であるが、本事故のように、離陸直後の低速度かつ低

高度においては、同ミラーで曳航機を常時見ることには限界があったと考えられる。

一方、2.6.1に述べたように、曳航機が、滑空機の占位逸脱により操縦に支障をき

たす場合は、直ちにリリースするように非常操作が規定されているが、機長Ａは、引

っ張られた感じはしなかったと述べていることから、吊り上げの可能性を認識し、曳

航索をリリースすることは困難であったと考えられる。

３.７ 本事故は、機長Ｂが、離陸上昇中にキャノピーのロックに気を取られＡ機か

ら目を離し、Ｂ機がＡ機の尾部を吊り上げる状態になったものと推定され、回復する

には十分な高度がなかったことから、Ａ機は墜落したものと推定される。

３.８ 本事故については、離陸上昇時の目撃者はいなかったが、地上連絡員は、曳

航索の離脱の確認を連絡することが航空法に規定されており、無線電話により十分な

連絡を実施するべきであったと考えられる。また、翼端保持者等により離陸前点検の

ダブル・チェックの方法を考慮することが望ましい。
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３.９ ３.３に述べたように、堤防越えの気流により滑空機の上昇率が影響を受ける

と考えられる場合は、横風時の離陸においては、滑空機側の占位保持は通常以上に注

意を払うべきである。

４ 原 因

本事故は、Ａ機がＢ機を曳航して離陸直後、Ｂ機がＡ機より高い高度に上がり、Ａ

機の尾部を吊り上げたため、Ａ機は墜落し機体を損傷したことによるものと推定され

る。

Ｂ機がＡ機の尾部を吊り上げるような高度に上がったのは、機長ＢがＢ機のキャノ

ピーの不完全なロックを確実にするために、操縦桿から手を離したこと及びＡ機から

目を離し前方の監視がおろそかになったことによるものと推定される。

なお、トリムの設定及び堤防越えの気流が航空機の上昇率を変化させ、Ｂ機の占位

保持を困難にすることに関与した可能性が考えられる。
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Ａ機の推定飛行経路
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風向 南東

風速 11.3kt

　

滑走路
１８Ｂ

関宿滑空場18/36
(長さ約１,５００ｍ)
東からＡＢＣＤＥと呼ぶ

千葉県野田市
関宿滑空場

国土地理院 ２万５千分の１　地形図使用

風の観測装置の位置

　 付図１ 推定飛行経路図
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16.33

7.28

付図２　 ダイヤモンド・エアクラフト式
ＨＫ３６ＴＴＣスーパーディモナ型 三面図

　　　　　　　　　　 単位：ｍ
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写真１ Ａ機 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

↑スピナー 

←プロペラ前脚支柱→ 
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写真２ Ｂ機 
 
 
 



≪参 考≫

本報告書本文中に用いる解析の結果を表す用語の取扱いについて

本報告書の本文中「３ 事実を認定した理由」に用いる解析の結果を表す用語は、

次のとおりとする。

①断定できる場合

・・・「認められる」

②断定できないが、ほぼ間違いない場合

・・・「推定される」

③可能性が高い場合

・・・「考えられる」

④可能性がある場合

・・・「可能性が考えられる」




